
高松市子ども・子育て支援会議

令和５年７月２７日

健康福祉局 子育て支援課
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資料２



１ 放課後児童健全育成事業とは
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事業の趣旨

放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）とは、小学校に就学している児

童であって、その保護者が労働等により昼間家庭にいないものに、授業の終了

後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その

健全な育成を図る事業をいう。（児童福祉法第６条の３第２項）

放課後児童クラブで
提供される支援の内容

児童の健康管理・安全確保・情緒の安定

遊びの活動への意欲と態度の形成

遊びを通して自主性・社会性・創造性を培うこと

児童の遊びの活動状況の把握と家庭への連絡

その他、児童の健全育成上必要な活動



２ 本市の放課後児童クラブの概要
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対象児童
（入会要件）

以下のすべてに該当する児童

① 各校区の小学校に在席する児童
② 保護者及び同一住所に住む祖父母等が就労等のため、常態として家庭にいない児童又はこれに準ずる児童
③ 原則、週3日以上の利用が見込まれる児童
※就労の場合は、原則、勤務終了時刻が概ね１４時以降かつ勤務日数が週３日（月１２日）以上であることを
要件とし、育児休業中等で保護者が自宅にいる場合はクラブの利用不可

開設時間
月曜日～金曜日 ：下校時から午後６時３０分まで
土曜日、長期休業日（春・夏・冬休み）及び振替休業日：午前８時から午後６時３０分まで

休業日 日曜日、祝日、年末年始（１２月２９日から１月３日まで）

保護者
負担金

月額利用料
月曜日～金曜日利用：月額５，０００円
月曜日～土曜日利用：月額７，０００円
※夏休み中は別途定める額

傷害保険料 年額８００円（令和５年度実績）

運営費
毎月のおやつ、教材、おもちゃ等の諸経費で、クラブごとに定める額
（月額１，２００円～２，５００円）

支援体制
（教室ごと）

※１ １校区１教室の場合は２名
※２ １校区１教室の場合は０名 その他、状況に応じて補助員の加配あり

職種 人数 採用区分

支援員 １人（※１） 高松市会計年度任用職員（月額パート）

補助員 １人（※２） 高松市会計年度任用職員（日額パート）



３ 本市の放課後児童クラブの現状
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１ 待機児童数（５月１日現在）

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

直営教室数（※） ９７教室 １０１教室 １０１教室 １０１教室 １０２教室

支援員

必要人数 １０９人 １１１人 １１１人 １１１人 １１１人

雇用人数 １０８人 １０９人 １０９人 １０１人 １０３人

欠員人数 ▲１ ▲２人 ▲２人 ▲１０人 ▲８人

補助員登録数 ５５６人 ５９９人 ５６７人 ５５４人 ５５２人

※ 現在、地元コミュニティ協議会に委託している川東放課後児童クラブ２教室と障がい福祉課所管の２教室を除く。

Ｒ１年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度

①入会希望者数 ４，７９０人 ５，０１１人 ５，０６０人 ５，２６２人 ５，３６５人

②入会人数 ４，５３８人 ４，７６３人 ４，８６６人 ５，０１２人 ５，０８８人

実施クラブ数
公立 １０１教室
民間 １６教室
合計 １１７教室

公立 １０５教室
民間 ２１教室
合計 １２６教室

公立 １０５教室
民間 ２７教室
合計 １３２教室

公立 １０５教室
民間 ３０教室
合計 １３５教室

公立 １０６教室
民間 ３５教室
合計 １４１教室

③民間施設空き人数 ー ９１人 ８４人 ８９人 １９５人

④待機人数（①－②－③） ２５２人 １５７人 １１０人 １６１人 ８２人

２ 支援員・補助員数（４月１日現在）
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４ 放課後児童クラブの運営形態

（Ｒ４年度）

・直営１０１教室
・公設民営（委託）２教室
・民設民営３０教室

直営比７５．９％

（Ｒ４年度）

・直営４３教室
・公設民営（委託）１１５教室
・民設民営１８教室

直営比２４．４％
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５ 他市の民間委託の状況

項 目 内 容

目的
・民間のノウハウを活かした事業運営への転換により、質の向上を図る。
・支援員の確保が困難となったことから、民間委託により安定的な人材の確保を図る。
・人材確保、雇用管理など年々事務量が増加していたことから、民間委託により事務効率の改善を図る。

方法
・全クラブを一括委託
・市内を複数のブロックに分け、一括又は数年かけて完全委託

受託者の種別

・運営委員会（地域団体や保護者会など）
・社会福祉協議会、社会福祉法人（保育所、認定こども園 など）
・民間企業（人材派遣、学習塾 など）
・ＮＰＯ法人（民間放課後児童クラブ事業者 など）

導入効果

・受託者のネットワークを活用し、専門の講師派遣等による児童の活動プログラムの充実を図ることができた。
・職員研修の充実
・巡回強化による支援員への指導強化
・受託者が調整してブロック内で人員の応援を行うなど、支援員の安定的な配置が可能となった。
・業務の効率化による時間外勤務、人員の削減

導入後の課題

・現場での問題点が市からは見えにくくなる。⇒ 現場から市への直接報告スキームの導入
・複数の受託者間で認識の違いや業務内容の考え方に差が生じる。⇒ 市主催の事務説明会、研修の実施により

認識の違いを修正

関係者対応

・学校に対し、校長会で説明
・保護者説明会の実施
・委託後の処遇に関し、支援員に説明



入会を希望する
全ての子どもが

遊びや生活を通じて、
健やかに成長できる、

放課後の安全安心な

居場所

・支援員が慢性的に欠員
・支援員不足により増室困難

・１人当たりの業務が増加
・子どもを見る時間を割いて
事務を行う
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待機児童対策

① 支援員の確保

② 事務の効率化

民間ノウハウ
導入

６ 本市における放課後児童クラブの課題

★児童の活動プログラム
の充実

★安定的な人材確保

★ＩＣＴ化による
事務の効率化
利便性の向上

目指すべき方向性



７ 民間委託の概要（案）①

委託期間
令和６年４月１日～令和１１年３月３１日（５年間）
・契約締結から令和６年３月３１日までは準備期間 ・委託金額については、毎年協議

公募方法

・クラブの活動内容の充実、安定的な人材の確保などを総合的に判断できる公募型プロポーザル方式
・複数の民間事業者が受託できる体制とし、競争による質の向上やリスク回避を図るほか、市と受託者
双方が一定のスケールメリットを得られるよう、１０校程度を１つのブロックとして分割して公募
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対象校区 教室数 定員合計
利用児童数
（R4.5.1現在）

第１ブロック
（東部）

屋島、屋島西、屋島東、古高松、古高松南、
牟礼、牟礼北、牟礼南、庵治、川添、前田、
川島、十河、東植田、植田

２３教室 ９５０人 ８８１人

第２ブロック
（西部）

弦打、香西、鬼無、下笠居、檀紙、円座、
川岡、国分寺北部、国分寺南部

２３教室 ８８０人 ８３２人

第３ブロック
（中南部）

鶴尾、太田、太田南、一宮、多肥、仏生山、
林、三渓、大野、浅野、香南、塩江、川東

３１教室 １，２３０人 １，１９８人

第４ブロック
（都心）

新番丁、高松第一、亀阜、栗林、花園、木
太、木太北部、木太南、中央 ２６教室 １，０７０人 １，０３９人



７ 民間委託の概要（案）②

委託の範囲

利用料・開設日時 変更なし

トラブル対応 特別支援相談員による巡回支援訪問を引き続き実施し、実施主体である本市が、必要に応じて直接関与

支援員等の処遇
・希望する職員は継続して雇用
・給与等は現状以上（勤勉手当は高松市会計年度任用職員の動向を見極め対応）
・毎年、委託先事業者と処遇に関して協議

実施者

入会の決定

高松市

利用料の決定・徴収

利用・手続きに関する問合せ先

支援員・補助員の雇用

クラブにおける児童の育成支援

お子様のクラブでの状況等に関す
る問合せ先

実施者

入会の決定

高松市利用料の決定・徴収

利用・手続きに関する問合せ先

支援員・補助員の雇用

委託先事業者
クラブにおける児童の育成支援

お子様のクラブでの状況等に関
する問合せ先
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※アンケート調査等でいただいた要望等について、可能な限り仕様書に反映
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８ 仕様書の概要（案）

基本事項 ・業務目的 ・契約期間 ・履行場所 ・対象児童 ・定員 ・開設日時 など

基本方針 ・法令遵守 ・事前準備 ・守秘義務 ・個人情報保護 ・コンプライアンス徹底 など

業務実施の基本的事項
・児童の人権の尊重、公平・公正な運営
・市、学校、地域、保護者との連携
・児童虐待の早期発見、適切な対応 など

支援員の配置等

・関係条例や要綱に基づく支援員・補助員の配置
（入会児童４５人未満：２人 ４５人以上：３人（うち１名は支援員））、ケースに応じた加配
・校区ごとに主任１名を登用 ・希望する職員は継続して雇用
・給与等は現状以上（勤勉手当は高松市会計年度任用職員の動向を見極め対応）
・毎年、委託先事業者と処遇に関して協議 ・研修の実施 など

支援員等の業務内容

・児童の育成支援に関する業務（児童の健康管理、充実した活動プログラムの提供、遊び・学習活動の対応、
特別な支援を要する児童への対応 など）

・運営に関する業務（児童の入退室管理、安全確保、おやつの提供、保護者連絡、日誌の作成等） など
※ＩＣＴ化による業務の効率化を実施

危機管理
・衛生管理、安全管理、災害対策などのマニュアル作成
・適切な初期対応 ・市への報告（深刻な事案は速やかに市に報告し協議） など

運営の検証及び改善
・報告書類の提出 ・アンケート調査の実施
・市が必要に応じて現地検査、改善要求 ・本市特別支援相談員による巡回支援相談の実施 など

委託料 ・契約額は５年分の総額 ・教室数や業務量の増加等に伴い契約額を変更

受託終了の引継 ・適切な引継 ・資料等の返還 など

事務所体制 ・本市内における事務所の設置 ・募集ブロックごとに１名以上の統括指導員を配置 など

業務、費用、リスク分担 ・市と受託者双方が共通認識を持つため、分担表を作成



令和５年度 令和６年度

４～６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １～３月 ４月～

関係者、関係機関
との調整

予算

公募・契約

民間委託開始

６月補正

公募・選定 契約仕様検討

９ スケジュール
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